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特集 スマートシティ　都市のデジタルトランスフォーメーション

要　約

1 アジア・太平洋主要国・地域（日本を除く）には、2015年時点で216の百万都市が存在
し人口合計は6.9億人である。これらの都市において、人口は2035年には約10億人にま
で増加する。急激に加速する都市化・人口増加は、交通渋滞・環境破壊・犯罪などさ
まざまな都市問題を誘発しやすい。これらの都市問題を、コストを抑えて解決する上
で、スマートシティの導入が有効になる。野村総合研究所（NRI）の調査・分析による
と、上記アジア百万都市216カ所の半数は、何らかのスマートシティに関する開発か計
画策定をしており、日本企業にとって事業機会が広がっている。

2 アジアの都市に対し、欧米・中国企業は既にスマートシティ分野での事業展開を始めて
いる。シスコは、オーストラリアにてスマートシティソリューションを実装し、導入の
経済効果を地方政府と共同で発表している。アリババグループも、都市プラットフォー
ムをマレーシアで展開し、インドやタイなどでもトップセールスを行っている。一方、
日本勢は、官庁、商社などが中心となって事業展開を進めつつあるが、若干出遅れてい
る。

3 スマートシティ参入を目指す日本企業20社程度と、直面している問題について議論した
ところ、①組織横断対応の難しさ、②GAFA・アリババ勢との差別化の難しさ、③投資
に見合うだけのマネタイズの難しさ、が主なものであった。NRIでは、①デジタルゼネ
コン機能の拡充と事業のリード、②スマートシティのタイプに応じた協業・対抗の使い
分け、③自社あるいは企業連携による複数マネタイズポイントの保有とポートフォリオ
設計が、問題解決のヒントになると考える。

Ⅰ　アジアにおけるスマートシティ市場動向と広がる事業機会
Ⅱ　アジアにおけるスマートシティ関連プレイヤーの動向
Ⅲ　スマートシティ参入を目指す日本企業にとっての課題
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13.3億人にまで増加する見通しである。この
人口成長率は、地域別にはアフリカに次いで
大きなものであり、元の人口の多さも勘案す
れば、アジアは世界で最も勢いのある地域と
いっても過言ではない。

アジア・太平洋主要国・地域注2には、15
年時点で216の百万都市が存在する（図 2 ）。
15年時点では約6.9億人であるこれら216都市
の人口は、35年には約10億人と、約3.2億人
の増加が予測されており、実に百万都市320
個分の人口増インパクトが見込まれることに
なる。国別で見れば、中国とインドの都市数
が群を抜いている。

急激な人口増加と都市化は、都市のスマー
ト化ニーズを引き起こす。人口の集積に伴
い、エネルギーや水などの使用量の飛躍的な
増加や、交通量の増加に伴う渋滞の深刻化、
物流網の非効率化と排気ガスによる公害誘
因、大量生産と大量消費による廃棄物問題の
噴出など、さまざまな都市問題が深刻化して
いくためである。このように山積していく都

Ⅰ	アジアにおけるスマートシティ
	 市場動向と広がる事業機会

1 世界的な人口増加・都市化による
 都市スマート化ニーズの拡大

今後中長期的に、世界全体で都市化が飛躍
的に進む見通しである。国連推計注1によれ
ば、世界の都市部に居住する人口は2015年の
39.8億人から、50年には66.8億人へと増加す
る見通しである。また、都市化率（都市人口
÷総人口）は同じ期間に53.9％から68.4％ま
で跳ね上がり、大局的に見れば人口はますま
す都市部へと集中していくことになる。

大都市の一つの目安を人口100万人とする
と、世界には15年時点で513の大都市（都市
圏。以下も同様）が存在していることにな
る。地域別で見れば、アジアはそのうち半数
以上の274都市を擁し、それら都市の総人口
も9.3億人と、ほかの地域と比べて突出して
多い（図 1 ）。また、これらの274都市の人口
は、35年までに40％を超える成長を見せ、

図1　世界地域別 百万都市人口推移（2015年時点 世界計513都市）
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市課題を、有限の財源で解決していくために
は、ITやIoT、人工知能（AI）の技術を活用
することで、都市インフラ・施設・運営業務
を最適化していくスマートシティソリューシ
ョン注3の導入が不可欠となる。

2 「リープフロッグ現象」により
 新興国でも大きなポテンシャル

今後、長期的に見て、こうしたスマートシ
ティソリューションの導入ポテンシャルが特
に高いのは、新興国のグリーンフィールド

（新規開発の都市）であると考えられる。先
進国では、その経済成長の過程で段階的に都
市インフラが整備されてきており、既に随所
に成熟した都市インフラが形成されている。
一方、現時点では都市インフラの成熟度で劣
後する新興国でも、今後のインフラ整備の過
程で、段階的に先進国水準のインフラを構築
していくのではなく、一気に最先端の技術を
導入することが可能である。また、新興国で
はさまざまな規制が先進国と比べて未整備で

あったり寛容であったりすることも、先端技
術導入の推進剤となり得る。新興国では、こ
うしたいわゆる「リープフロッグ（蛙跳び）
現象」が起こり、都市のスマート化が急速に
進展する可能性が高い。

モビリティ分野や医療分野など、幾つかの
分野では既にリープフロッグ現象が顕在化し
ている。たとえば、日本では「白タク（自家
用車でのタクシー業務）」行為と見なされ、
条件がそろった一部の地域でしか認められて
いないライドヘイリング（スマホアプリを活
用したタクシー型配車サービス。ライドシェ
アとも）であるが、インドではこれが急速に
浸透している。当分野において、インドでは
グローバル大手のウーバー（Uber）と、ロ
ーカルの新興企業によるサービスオラ（Ola）
が、強烈なつばぜり合いを繰り広げている。
また、日本では既存の保険制度との整合が必
要であるため、乗り越えるべき課題の多い医
療分野においても、インドではドックスアッ
プ（DocsAPP）などスマートフォンやAIを

図2　アジア・太平洋主要国・地域都市数と人口数
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活用して、遠隔地にて診断から薬の処方、医
師との相談を提供する企業が誕生しており、
地方部医療の高度化に寄与している。

3 国を挙げたスマートシティ導入
 の促進

アジアの各国政府がスマートシティ整備を
国の目標として掲げ、国全体で取り組んでい
ることもスマートシティ整備の後押しをする
であろう。

たとえば、インド、中国の両国はそれぞ
れ、国家主導で多数かつ大規模なスマートシ
ティの開発推進を目標に掲げている。インド
では、住宅都市省（Ministry of Housing and 
Urban Affairs）の下、2022年までに国内に
100都市のスマートシティを構築する政策

「スマートシティミッション（Smart City 
Mission：SCM）」が15年に発表された。こ
の計画は、スマートシティの名は冠している
ものの、まず生活に必要不可欠な水道や電
力、下水処理、交通などの基礎的なインフラ
の整備を先進国水準にまで引き上げることが
第一の目標とされている。

しかし、一部の大都市においては、IoTや
デジタルデータ、最新の技術を活用して、既
存の都市課題やインフラの問題点を解決して
いくという、先進国のそれに決して引けを取
らないスマートシティの開発も志している。
グジャラート・インターナショナル・ファイ
ナンス・テック・シティ（Gujarat Interna-
tional Finance Tec-City, GIFT City）や、ド
レラSIR（Special Investment Regions：特別
投資地域開発）、アンドラプラデシュ州アマ
ラバティにおける新州都開発などの幾つかの
開発計画では、高層ビルが林立し、太陽光発

電パネルや全自動のゴミ収集、電気自動車な
ど環境調和型の輸送システム、テキストメッ
セージによる交通情報の通知など、さまざま
なテクノロジーが組み込まれた、近未来的な
都市開発を志向している。

また、中国では、近年、習近平政権によっ
て、官民一体でデジタル・イノベーションの
実証・実現施策が推進されている。17年に
は、中国国務院が国家レベルのAI促進計画

「次世代AI発展計画」において、30年までに
中国のAI技術を世界最先端の水準にまで引
き上げ、関連産業を10兆元超の市場規模に拡
大させることを目指すことを宣言している。

「AI特区」構想において、計画を推進する拠
点都市と、研究開発を推進する中心企業とし
て中国の 4 大プラットフォーマーが選定され
ている（①深圳：ヘルスケア（医療映像）×
騰訊控股＜テンセント＞、②杭州：スマート
シティ×アリババグループ、③合肥（安徽
省）：音声認識×科大訊飛＜アイフライテッ
ク＞、④北京一帯＜雄安新区含む＞：自動運
転×百度＜バイドゥ＞）。

たとえば、雄安新区では、交通を中心とし
た次世代の先端技術を活用したスマートシテ
ィとして新都市を開発する計画である。22年
には基礎インフラを整備し、35年の完成まで
に東京都に匹敵する2000平方キロメートル規
模、人口200万人以上の一大都市を新たに構
築していく計画である。

4 アジアで広がる
 スマートシティの事業機会

表 1 は、先に挙げたアジア・太平洋主要
国・地域の216の百万都市における、スマー
トシティの計画有無や開発状況を、都市の人
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口とその成長率で区分したセグメントごとに
整理したものである。分析の手法としては、
大手インターネット検索サイトを利用して、
スマートシティを開発中ないし開発が完了し
ている都市を 3 点、スマートシティの開発計
画が確認できた都市を 2 点、スマートシティ
に関連する何らかの記事など（過去に計画が
発表されたが中断されている場合など）が確
認できた都市を 1 点、いずれにも該当しない
都市を 0 点として平均を算出することで、当
該セグメントのスマートシティの開発・計画

状況を点数化している。
サンプル数が少ないなどの関係で一部の例

外はあるものの、基本的に人口が多く、かつ
今後も成長が予測される都市ほど、スマート
シティの開発計画が具体化されていることが
確認できる。なお、参考までに日本の主要都
市圏を同じマトリクス上に掲載している。日
本の大都市の多くは今後中長期的に人口減少
が見込まれており、これはアジア主要国の大
都市と照らし合わせると、極めて稀有な状況
となっている。

表1　アジア・太平洋主要国・地域の百万都市におけるスマートシティ開発・計画状況
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●ティルプル（印）
●バタム（インドネシア）
•カントー（ベトナム）

5都市／ 0.8
● ティルヴァナンタプラム
（印）

1都市／ 2.0
● ハノイ（ベトナム）

2都市／ 1.0
● ─

─

34都市／ 1.9
● 泉州（中）
●コタ （印）
● ペカンバル（インドネシア）
●ハイフォン（ベトナム）
●マンダレー（ミャンマー）

など21都市

30都市／ 1.8
● 維坊（中）
●恵州（中）
●タンゲラン（インドネシア）
●アーグラ（印）
●ダバオ（フィリピン）

など18都市

9都市／ 2.0
● 合肥（中）
●常州 （中）
●ジャイプル（印）
●ラクナウ（印）
●南寧（中）

8都市／ 2.0
● チェンナイ （印）
●プネー （印）
●アフマダバード（印）
●ホーチミン（ベトナム）
●クアラルンプール
（マレーシア）

3都市／ 2.7
● 重慶（中）
●デリー（印）
●バンガロール（印）

38都市／ 1.4
● 西寧（中）
●ジャバルプル（印）
●ボゴール（インドネシア）
●チェンマイ（タイ）
●オークランド（NZ）

など16都市

30都市／ 1.9
● 無錫 （中）
●ヴァラナシ （印）
●スラバヤ（インドネシア）
●ブリスベン（豪）
●パース（豪）

など15都市

15都市／ 1.7
● 大連（中）
●カンプール（印）
●ヤンゴン（ミャンマー）
●シドニー（豪）
●メルボルン（豪）

など8都市

8都市／ 1.3
● 杭州（中）
●青島（中）

9都市／ 1.7
● 深圳 （中）
●上海（中）
●ジャカルタ
（インドネシア）
●マニラ（フィリピン）

5都市／ 1.0
● アデレード（豪）

6都市／ 1.2
● 仁川（韓）
●台北（台）
●［仙台］

2都市／ 1.0
● 釜山（韓）

4都市／ 2.0
● 香港（中）
●ソウル（韓）
●シンガポール（星） ─

─

1都市／ 3.0
● 大邱（韓）
●［札幌］
●［静岡・浜松］
●［広島］

─

─
●［名古屋・中京］
●［福岡・北九州］

─
●［東京］
●［大阪・関西］
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Ⅱ	アジアにおけるスマートシティ
	 関連プレイヤーの動向

1 欧米・中国のプレイヤーは
 アジアで先行

スマートシティの文脈で大規模なポテンシ
ャル市場が広がるアジアの都市において、欧
米・中国の重電メーカー、通信事業者、シス
テムインテグレーターなどがプレイヤーとし
て、事業展開を既に開始している。以下で
は、IBM、シスコ、アリババグループの事業
展開を詳述する。

IBMでは2010年以降、スマーター・シティ
ーズ・チャレンジプログラムを実施してい
る。このプログラムは、「これまで600件を超
える応募の中から選ばれた世界中の130を超
える都市に対して、IBMの専門家チームを派
遣し、適正な価格の住宅、経済発展、移民、
市民の安全などの課題について、コンサルテ
ィングを提供している」注4ものである。この
活動においては、「IBMの専門家 6 人から構
成されるIBM Smarter Cities Challengeチー
ムが、周到な準備の後、対象都市の職員と緊
密に連携し、 3 週間かけて自治体が直面して
いる重要な課題に関するデータを分析、解決
策の検討をする。チーム・メンバーは、地元の
職員や市民、事業者、非営利団体との面談を
通じて、さまざまな視点から課題を検討」注5

している。このプログラムは、アジア全体で10
年から18年までに32都市で展開されており注6、
そのうち21都市が、先に挙げた主要国・地域
における百万都市（表 1 ）に位置付いてい
る。同プログラムは、 3 週間程度での分析の
ため、対象都市の重要課題を網羅・深掘りし
きれるものではないと考えられるが、既に二

桁数に上る都市において都市スマート化の検
討のきっかけを作り出している点で、先進的
な取り組みとして評価できるものと考える。

シスコでは、都市における構想策定、サー
ビス構築、ICTプラン策定、導入支援サポー
トを提供することで、スマートシティの実現
を目指している。さまざまな都市で事業を展
開しているが、スマートシティソリューショ
ン導入の経済効果を算出して地方政府と公表
している事例は非常に参考になる。

シスコは、オーストラリアのサンシャイン
コースト市（Sunshine Coast City）におい
て、スマートシティソリューションを導入す
ることで、 1 年間当たりで約数千万豪ドルの
経済効果が生み出されると算定している。た
とえば、水道パイプの破損個所の特定迅速化
と漏水時間の短縮、水道メーターを読み取る
作業員・車両の削減、住民・企業への水使用
量削減方法の案内などのソリューションの組
み合わせによって、水道インフラ管理におい
て 1 年間で800万豪ドルの経済効果を見込ん
でいる。同様に、セキュリティ、廃棄物、エ
ネルギー、ヘルスケア、行政サービス、教育
などでも経済効果を見込んでいる。

このケースでは、スマートシティソリュー
ション導入によって、インフラ管理や行政コ
スト削減が一定規模見込めることを市政府自
ら宣言しており、今後より一層の都市スマー
ト化を加速させる取り組みであると評価でき
るものと考える。

アリババグループは、信号制御・交通犯罪
取り締まり・個人認証・決済などのソリュー
ションを提供するための都市プラットフォー
ムであるETシティ・ブレイン導入に向け
て、アジア各国の都市にトップセールスを行
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っている。同社は17年にマレーシア・デジタ
ルエコノミー公社、杭州市政府と 3 者間でデ
ジタル産業育成に関する覚書を締結、同年に
はマレーシアにデータセンター開設を発表、
18年にはクアラルンプール市にETシティ・
ブレイン導入を発表している。さらに同社
は、18年にインドのアンドラプラデシュ州政
府と覚書を締結し、同社のクラウド技術とス
マートシティ技術を、同州における農業の持
続的発展、交通管理の促進、都市管理の高度
化および中小企業の発展に活用していくこと
としている。

なお、同社は、新聞や雑誌記事などで公開
されているだけでも、タイのプーケット、フ
ィリピンのマニラなどに加え、ドバイ、アブ
ダビでも、スマートシティ技術の提供などを
目指してトップセールスを行っている。アリ
ババグループは、対象都市の産業政策や都市
以外の関連インフラ整備などにも関連付ける
提案をしており、日本企業が日本政府と連携
してインフラ輸出を行う際には、大いなる競
合となり得るものと評価できる。

以上のように、急成長するアジアの各都市
において、日本の競合となり得る欧米・中国
のスマートシティ関連プレイヤーは、続々と
事業展開を目指している。日本企業および日
本政府にとっては、これらの動きの早い競合
にどう対抗・協業して、アジアにおけるスマ
ートシティ市場で迅速に地歩を築いていくか
が重要な課題となってきているといえよう。

2 遅ればせながらもエンジンが
 掛かり始めた、日本企業・日本
 政府のアジア事業展開

ようやく、日本企業および日本政府による

アジアにおけるスマートシティ萌芽事例が生
まれつつある。

ここ 1 ～ 2 年で商社や重電メーカーは、自
社内にスマートシティ専門組織を立ち上げ
て、アジアのスマートシティ事業探索・開発
に着手し始めている。たとえば住友商事では

「中期経営計画2020」の中で 3 つの成長分野
を掲げており、そのうちの一つである社会イ
ンフラ分野において「都市開発・スマートシ
ティプロジェクト、インフラ整備事業への参
画」を重点テーマとして掲げている注7。同
社は、ベトナム・ハノイ北部で地元資本のデ
ベロッパーBRGと提携して、310haのスマー
トシティの開発に着手している。この開発に
は、経済産業省が参画するほか、三菱重工業

（自動運転バス・EV向け充電基地）、パナソ
ニック（スマート家電）、KDDI（スマート
メーター）なども参画する注8。

三菱商事では2019年 4 月の組織改編によ
り、新たに複合都市開発グループを設け、ア
ジア不動産開発部も設置している。同社では
18年 9 月に、シンガポール政府系投資会社
テマセックホールディングス（Temasek 
Holdings）の100％子会社であるサバナ・ジ
ュロン（Surbana Jurong）とアジア諸国で
複合都市開発を推進する新会社を設立してお
り、アジアにおけるスマートシティ開発の促
進が今後期待される。日本政府主導でスマー
トシティ開発が進む事例としては、タイのバ
ンスー地区再開発が挙げられる。これは、バ
ンコク最大級の開発プロジェクトで、バンコ
クの中央駅であるフアランポーン駅の老朽化
に伴い、将来 6 つの路線が集積・交差する予
定のバンスーの中央駅および周辺の再開発を
行うものである。商業施設、オフィスビル、
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ホテル、マンション、公園などが建設され、
地域冷暖房システム、太陽光発電などを導入
した最新鋭のスマートシティになる予定であ
る。16年にタイ運輸大臣から日本の国土交通
省にバンスー地区の一体開発の包括的なマス
タープラン作成の協力要請がなされた。これ
を踏まえ、同年に日タイ両国政府は、関係者
による都市開発ワーキンググループを設置し
て検討を行った。その上で、17年には国際協
力機構（JICA）によるマスタープラン策定
調査が実施され、プラン案を提示し、現在も
継続的に支援を行っている。

上記以外にも、商社、重電メーカーや経済
産業省などにおいても、アジアでのスマート
シティ開発の加速化を目指した動きが始まり
つつあり、これらの活動のより一層の促進が
今後期待されるところである。

Ⅲ	スマートシティ参入を目指す
	 日本企業にとっての課題

第Ⅰ章で述べたように、アジアの主要都
市・地域には、百万都市が216カ所あり、そ
のうち半数以上の都市でスマートシティの開
発が行われたり、計画が策定されたりしてい
る。さらに、民間主導で開発が進むスマート
シティ案件もアジアには存在しており、非常
に大きな市場が広がっているといえよう。し
かし、第Ⅱ章で述べたように、欧米・中国の
プレイヤーが既に先行的にアジアにおいて事
業を展開している。日本企業・日本政府の事
業展開のより一層の加速が望まれるところで
ある。本章では、加速に向けた問題と対応に
向けた方針を論じる。

野村総合研究所（NRI）では、2018年下半
期～19年初頭に、日本の商社・重電メーカ

図3　日本企業の直面しがちな問題と打ち手の方向性

日本企業の直面しがちな問題 打ち手の方向性

①組織・人材

②プラットフォーム
機能構築

③マネタイズ
手法

組織横断対応の難しさ
スマートシティは多数の事業分野にまたがり、ハードウ
エアとソフトウエア／情報システムの双方にかかわる事
業である。多くの日本企業にとって、スマートシティは
複数事業部門での連携で進めなければならないものであ
る。しかし事業部門間で調整を取って、どの部署が主導
するのかを決めるのは容易なことではない

GAFA・アリババ勢との差別化の難しさ
スマートシティの統合ITプラットフォームを構築、ある
いはクラウドで提供することは、技術力の問題および、
日本企業よりはるかに膨大なサーバーを保有・運用して
いるGAFAにコストで対抗できるのかという観点から問
題視する声は少なくない

投資に見合うだけのマネタイズの難しさ
スマートシティ・プロジェクトに投資してITプラットフォー
ムを構築しても、その効果（付加価値）を回収するための
マネタイズが難しいのではないかといわれがちである。
スマートシティを自治体のスマート化として捉えた場合、
一義的には自治体からフィーを得ることで投資回収してい
くことになるが、財政的に潤沢ではない自治体は多い

デジタルゼネコン機能の整備・拡充
デジタルゼネコンチームによる先導
ハード・ソフト・サービス・都市開発を理解するチーム
を形成し、関係各所を調整することが重要

状況に応じたプラットフォームの使い分け
デジタルネイティブ系プラットフォーマーとの連携、自
社（日系）プラットフォーム機能の拡充、そもそもプラッ
トフォーム未活用など、都市の規模・目的・範囲に応じ
て使い分けを検討することが重要

複数のマネタイズポイントの組み合わせ
不動産、サービス（as a Service）、機器・設備売り、プラッ
トフォーム利用などのマネタイズポイントがあるが、自
社既存事業や強みとの関係性で、複数のマネタイズポイ
ントのポートフォリオをうまく設計することが重要
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ー・デベロッパー・通信事業者・団体など約
20団体程度と、スマートシティ事業への取り
組み状況と直面する課題について議論してき
た。

議論の結果、多くの企業は、アジアにおけ
る事業機会を認知しつつも、欧米・中国企業
よりも大きく遅れをとっていることも認識し
ていた。その上で、事業加速を目指そうとし
た際に直面しがちな問題としては、①組織横
断対応の難しさ、②GAFA・アリババ勢との
差別化の難しさ、③投資に見合うだけのマネ
タイズの難しさ（図 3 ）が挙がることが多か
った。

1 日本企業の直面しがちな問題 1：
 組織横断対応の難しさ

第一の問題である「組織横断対応の難し
さ」は、データを活用した近年のスマートシ
ティ特有の事業特性に端を発している。従
来、都市開発というと、まず、いわゆる設計
事務所や都市開発コンサルタントが都市の機
能や空間配置設計を行う。その上で、設計事
務所と不動産デベロッパー、ゼネコンが建物
やインフラの基本設計を行い、サブコンや設
備メーカーが中心となって個別の設備や機器
の設計を行ってきた。

ところが、近年ではこれにデジタル要素が
加わってきており、街や建物ではどういった
人流や設備データを取得するのか、そのため
にセンサーや監視カメラをどこに設置するの
か、データを収集・分析するITはどう設計
するのか、収集・分析したデータをどういっ
た都市内サービスに活用するのか、といった
点が重要になってきている。これらの業務
は、これまでの設計事務所やデベロッパーや

ゼネコンには取り組んだ経験がほとんどない
ものである。

また、自動運転車両が移動しやすい道路の
設計や、ロボットが通信・制御・移動しやす
い段差や障害物の少ない空間設計なども重要
になってきている。このようなデジタル技術
を活かしたスマートシティ事業に取り組むた
めには、これまでにはないさまざまなスキル
やノウハウが必要となるため、特定の事業組
織に閉じていては実現することが困難となっ
てくる。この点、日本企業の多くは、従来の
縦割り型組織で完結した活動を得意としてい
る反面、利益相反が生じやすい組織横断での
活動を苦手としており、スマートシティ事業
に取り組もうとした際の大きな障害となって
問題が顕在化してきているのである。

NRIでは、この問題に対して、社長・役員
直轄による事業横断型でのスマートシティ開
発・運営組織の立ち上げ・活用を提唱すると
ともに、「デジタルゼネコン（エンジニアリ
ング）」機能の強化を提唱したい。デジタル
ゼネコンとは、従来からある都市や建築設計
に加えて、ロボットや自動化されたインフ
ラ・設備の要件定義、マーズ（MaaS）やイ
アース（IaaS）注9などのITシステムの要件定
義、収集・分析するデータ要件定義、データ
などを利活用した新たな住民サービス・行政
サービスなどの都市サービスの設計・提案機
能を有する企業のことである（図 4 ）。デジ
タルゼネコン機能を有するチームが、スマー
トシティ開発・運営のリード役になることが
重要である。

なお、企業によっては、デジタルゼネコン
機能は社内を総ざらいしても充足できない可
能性もある。その場合、不足する機能を迅速
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に外部と協業あるいは外部から調達してくる
ことが必要となる。スマートシティ開発に携
わる米系のIT事業者は、300人弱のスマート
シティ専門チームのうち半数は外部人材で、
都市開発設計者、都市開発デザイナー、交通
エンジニア、土木・インフラ系エンジニア、
ポリティカルエンジニアにて形成している。

また、スマートシティ開発に携わるアジア
系のエンジニアリング会社では、スマートシ
ティ事業立上チームとして、データサイエン
ティスト、クラウドなどIT基盤インフラエ
ンジニア、UXも含むアプリケーション開発
エンジニア、都市プラットフォーム・ITシ
ステムアキーテクト、事業開発コンサルタン
ト、ソフト・ハードの連携に精通したエンジ
ニアが必要だとしている。

欧米企業を中心に、これらの要件を満たす
人員を獲得すべく、各社の中途採用人材サイ

トには、上記スキルを兼ね備えた人材の募集
が花盛りとなっている。

2 日本企業が直面しがちな問題 2：
 GAFA・アリババ勢との差別化
 の難しさ

第二の問題として「GAFA・アリババ勢と
の差別化の難しさ」がある。これは、スマー
トシティの統合ITプラットフォームを構築、
あるいはクラウドで提供することは、技術力
の問題および、日本企業よりはるかに膨大な
サーバーを保有・運用しているGAFA・アリ
ババ勢にコスト面で対抗できないのではない
かとの論点である。確かに、日本企業が保有
している都市プラットフォームは、NECの
Fiware（ファイウェア）や日立製作所の
Lumada（ルマーダ）など数少なく、また導
入実績なども限定的である。こうした点か

図4　デジタルゼネコン機能の拡充
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ら、日本企業は、状況に応じて対応方針を使
い分けていくことが有効ではないかと考え
る。GAFAやアリババグループが提供してい
る都市プラットフォームは、数10～数100ha
の大規模都市開発では扱うデータ量も多く極
めて有用だが、数ha程度の小規模なタウン開
発ではデータ量も少なく、都市プラットフォ
ームに頼らずとも一定程度人間が介在するこ
とで高い都市サービスが実現できるようにな
るのではないかと考えられる。つまり、小規
模開発においては、日本勢が優位性を発揮で
きる可能性があるのではないだろうか（図 5 ）。

また、GAFAやアリババグループが収集・
分析するデータの保有者は誰のもので、誰の
ためかといった、いわゆるデータ主権に関す
る議論が最近話題に上ることが多い。日系の
都市プラットフォームでは、データ保有者は
現地デベロッパーや自治体とし、サーバーも
オンプレミス型で現地にあえて設計すること

が少なくない。また、日本にはGAFAやアリ
ババグループのような巨大デジタル企業は存
在せず、アジア各国から見ると日本はデータ
の取り扱いについては協調的であるとの認識
を持たれる可能性が高い。従って、日本政府
が掲げる質の高いインフラ輸出のコンセプト
に加えて、日本としてデータの安全性の担保
もうたっていくことができると、スマートシ
ティ領域における新たな日本ブランドを確立
できる可能性もあるのではないかと考える。

3 日本企業が直面しがちな問題 3：
 投資に見合うだけのマネタイズ
 の難しさ

第三の問題として「投資に見合うだけのマ
ネタイズの難しさ」がある。政府主導のスマ
ートシティの場合、自治体政府が付加価値向
上分を固定資産税として回収し、補助金によ
ってスマートシティ関連のインフラやプラッ

図5　スマートシティの事情に応じたプラットフォーム形成の考え方
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トフォームを補填する方法はあり得る。ただ
し、自治体政府の財源や住民・議会合意に左
右される部分が難しさとして残る。

民間事業としてスマートシティを捉えた場
合、向上した街の付加価値を、どの企業がど
のように獲得するかについて、まだ明確には
黄金律が定まっていないものと考えられる。
こうした点から、スマートシティを構成する
要素ごとに、マネタイズの方法・可能性は異
なってくる（図 6 ）。

まず、不動産・建物については、いわゆる
デベロッパーの事業領域だが、スマートシテ
ィ導入効果が地価向上に結びつけば、比較的
分かりやすいマネタイズのシナリオになるも
のと考えられる。ただし、不動産開発特有の
回収期間の長さとリスクを内包している。ま
た、スマートシティがどれだけの地価の押し
上げ効果があるのかは、これからの重要な検

証事項だといえよう。
ITプラットフォームについては、NRIが議

論した多くの日本企業は、プラットフォーム
をシステムとして納入・販売するだけでは、
マネタイズし切ることは困難ではないかと考
えがちであった。また、GAFAやアリババグ
ループは、現時点で、プラットフォーム導入
による個人や都市内各種データの入手が一義
的な目的であり、スマートシティプラットフ
ォームそのものでマネタイズを目指している
ようには見受けられない。

インフラ・設備・機器については、重電・
設備メーカーが、スマートシティの文脈で自
社商材の拡販を目指しており、成功するとそ
の分シェアアップにつながるシナリオを描い
ている。さらに、設備・機器の保守サービス
を取り込み、デジタル技術を活用することで
通常よりコスト削減をして利益を得ること

図6　スマートシティにおけるマネタイズの考え方
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関連インフラ

上下水道
関連インフラ

廃棄物処理
関連インフラ ……

データ基盤、ネットワーク、データアナリティクス、
APIマネジメント、ユーザー ID管理など

オフィスビル 商業施設 住居 病院 空港・駅舎 ……

不動産売却・賃貸

不動産ソーシング・造成

サービス提供
（as a Service型）

ハード提供＋保守

プラットフォーム提供

ゼネコン・不動産

サービス
（個別アプリ）

設備・機器

インフラ

ITプラットフォーム

建物

不動産
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も、ある程度現実的になってきている。ただ
いずれにせよ、設備や機器などのいわゆるハ
ードを基軸としたマネタイズで、従前のビジ
ネスモデルと大きく変わるものではないとい
えよう。

サービス（個別アプリ）については、マー
ズ（MaaS）や、オフィスシェアリング、居
住者向け各種サービスなどさまざまな種類の
ものが生まれ、企業参入も相次いでいる。こ
れらのサービスは斬新ではあるが、都市ごと
で需要と供給の適切な均衡点を探し当てなけ
ればならない難しさを包含している。また、
一つ一つの事業規模が小さいことが多く、ベ
ンチャー企業にとっては有望でも、大手企業
にとっては間尺に合わないことも少なくな
い。

以上のように、スマートシティ導入に伴う
企業のマネタイズは大きな課題であるが、自
社グループ内あるいは企業連携をすることで
複数のマネタイズポイントを保有し、都市の
状況や企業の業態に応じて、マネタイズのあ
り方をうまく見つけ出していくことが一つの
解決策ではないかと考える。この組み合わせ
の妙については、GAFAやアリババグルー
プ、経済学者などが現在模索をしており、そ
の解にいかに早くたどり着くかも重要な勝負
の分かれ目になってくるものと思われる。

以上、アジアにおけるスマートシティの巨
大な市場機会と、欧米・中国勢の脅威、日本
企業の直面する課題について論じてきたが、
今後、これらの状況はアジアの都市化、デジ
タル技術の進展によって一層拍車がかかるも
のと考える。

日本企業が、アジアや世界の都市課題解決
に重要な役割を果たし、かつ企業としての成

長を遂げていくことを切に期待し、本論考が
その一助となれば幸いである。

注

1 国連統計局世界都市化予測（UN WUP, United 
Nations World Urbanization Prospects 2018）

2 日本を除く東アジア地域の包括的経済連携
（RCEP：Regional Comprehensive Economic 
Partnership／タイ、ベトナム、カンボジア、マ
レーシア、フィリピン、インドネシア、ミャン
マー、シンガポール、ブルネイ、ラオス、韓
国、中国、インド、オーストラリア、ニュージ
ーランド）15カ国、および台湾とした

3 NRIでは、スマートシティとは市内に張り巡ら
せたセンサーを通じて、環境データ、設備稼働
データ・消費者属性・行動データなどのさまざ
まなデータを収集・統合してAIで分析し、さら
に必要な場合にはアクチュエーターなどを通じ
て、設備・機器などを遠隔制御することで、都
市インフラ・施設・運営業務の最適化、企業や
生活者の利便性・快適性向上を目指すものとし
て定義している。スマートシティソリューショ
ンとは、上記スマートシティにて提供されるソ
リューションのことで、エネルギー消費量を効
率化するソリューションや、交通渋滞緩和に向
けて公共交通・交通信号などを連携・制御する
ソリューションなどが挙げられる

4 IBMのWebサイトより引用
 https://www-03.ibm.com/press/jp/ja/press 

release/52864.wss（2019年 5 月12日時点確認）
5 IBMのWebサイトより引用
 https://www-03.ibm.com/press/jp/ja/press 

release/48327.wss（2019年 5 月 5 日確認）なお、
文中の語尾を「ですます」調から「である」調
に修正している。

6 IBMのWebサイトから2019年 5 月12日時点で確
認がとれた都市を集計

7 住友商事 中期経営計画2020より引用
8 日本経済新聞電子版2018年 2 月14日版
9 マーズ（MaaS）とはMobility as a Serviceの略
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称である。ICT技術を用いて、自動車、公共交
通、場合によっては徒歩も含めた移動につい
て、最適経路探索、移動体の予約、決済などを
一括で提供するサービスのことである。

 イアース（IaaS）とは、Infrastructure as a Ser-
viceの略称である。ICT技術を用いて、エネル
ギー、モビリティ、水、廃棄物処理などのイン
フラについて、需給状況の把握、インフラ活用
の予約、決済などを一括で提供するサービスの
ことである。
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